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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成22年１月 平成23年１月 平成24年１月 平成25年１月 平成26年１月

売上高 (千円) 2,935,760 2,915,686 2,840,272 2,851,485 3,260,272

経常利益 (千円) 374,331 393,049 293,461 160,360 198,069

当期純利益 (千円) 234,728 240,321 171,150 92,868 121,599

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 238,800 238,800 238,800 238,800 238,800

発行済株式総数 (株) 4,437,500 4,437,500 4,437,500 4,437,500 4,437,500

純資産額 (千円) 1,891,369 1,925,997 1,891,421 1,816,456 1,872,134

総資産額 (千円) 2,372,034 2,351,288 2,335,032 2,238,653 2,192,133

１株当たり純資産額 (円) 434.03 442.02 432.29 415.16 427.95

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円) 45.00 50.00 39.00 20.00 27.00

(円) (―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり
当期純利益

(円) 53.87 55.15 39.18 21.23 27.79

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

(円) - 55.09 39.16 - -

自己資本比率 (％) 79.7 81.9 81.0 81.1 85.4

自己資本利益率 (％) 12.9 12.6 9.0 5.0 6.6

株価収益率 (倍) 11.9 13.9 18.1 30.1 21.6

配当性向 (％) 83.5 90.7 99.5 94.2 97.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 607,942 226,276 155,982 56,064 25,074

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 102,822 19,896 △70,901 △63,567 △46,862

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △108,854 △195,427 △208,457 △169,763 △88,282

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,689,414 1,740,142 1,616,748 1,442,943 1,341,042

従業員数 (名) 35 39 40 42 42
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　当社は、連結財務諸表を作成していませんので「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」につ

いては記載していません。

３　当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益の記載はしていません。

４　第33期については、潜在株式調整後の１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載していません。

５　第36期及び第37期については、潜在株式調整後の１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しない

ため記載していません。
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２ 【沿革】
 

昭和52年10月 訪問販売の専門商社として、株式会社尼崎を資本金100万円で設立。

昭和55年11月 ピープル株式会社と改称、資本金400万円に増資。

昭和57年２月 訪販業務を止め、玩具商品第１弾「わんぱくハウス」を発売。

昭和57年７月 玩具商品第２弾「わんぱくジム」発売。玩具事業の基礎を確立。また業容拡大に伴い本店を東京

都台東区浅草橋５丁目に移転。

昭和58年10月 ガムシリーズ商品第１弾「ガムちょーだいっ！にわとり」発売。

昭和60年９月 放題シリーズ商品第１弾「いたずら１歳やりたい放題」発売。

昭和63年７月 新発想の情緒安定玩具「１～４歳かわいい子には…水させろ」発売。

昭和63年10月 業容拡大に伴い本店を東京都台東区浅草橋３丁目に移転。

平成元年12月 ゲームシリーズ商品「集中力ゲーム」発売。

平成２年８月 幼児向け商品「かまってチョ！スライド投影機」発売。

平成４年４月 組立式すべり台「豆の木」、マグネットつみき「ピタゴラス」シリーズ発売。

平成７年３月 ディズニーベビーシリーズ商品発売。

平成８年２月 「おふろでぞろぞろ」「おふろですっぽんぽん」など６点のバストーイをヒットさせ、季節商品

市場(春～夏物)への本格的参入を図る。

平成８年４月 日本人の子どものかわいらしさを理想化した、新しい人形「たんぽぽのぽぽちゃん」を発売。

平成８年７月 業容拡大に伴い本店を東京都中央区東日本橋２丁目に移転。

平成９年７月 ヒット商品の「たんぽぽのぽぽちゃん」におふろでも遊べる「おふろもいっしょぽぽちゃん」を

追加投入。

平成９年９月 商号をPeople株式会社に変更。

平成10年４月 日本証券業協会に株式を店頭登録(現大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード)上場）

平成11年３月 乳幼児向玩具をすべて環境ホルモン対策商品へ切りかえ。

平成11年11月 額面普通株式１株を1.5株に分割し、発行済株式総数4,500千株となる。

平成12年７月 １単位(単元)の株式数を1,000株から500株に変更。

平成13年３月 安心と使いやすさのノンキャラ良品トゥモローベビーシリーズ商品を発売。

平成13年７月 「やりたい放題　ビッグ版」を発売。

平成13年11月 「いきなり自転車」シリーズ発売。

平成15年４月 商号をピープル株式会社に変更。

平成15年４月 委員会等設置会社(現委員会設置会社)へ移行。

平成16年４月 「熱中知育シリーズ」を発売。

平成17年７月 株式会社バンダイと資本業務提携(現在の提携先は株式会社バンダイナムコホールディングスへ

移行)。

平成18年３月 業界初のチェーン駆動式の三輪車を発売。

平成19年９月 育児用品市場へ新規参入「赤ちゃん喜ぶ良品シリーズ」を発売。

平成20年９月 中国現地出張所を設立。

平成20年10月 「いきなり自転車　かじ取り式」発売。

平成23年10月 通勤自転車「ジェントル・ギア」発売。

平成23年10月 トイファニチャー「つくえちゃん」発売。
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３ 【事業の内容】

当社は、幼児玩具・自転車の企画・開発及び販売を主要業務としています。商品の製造についてはすべて委託生産

を行い、閑散期の稼働率の低下によるロスを回避しています。商品カテゴリとしては、女児玩具、幼児・知育玩具、

遊具・乗り物、その他があります。

 

４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金または
出資金(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有
(被所有)割合(％)

関係内容

(その他の関係会社)
　
株式会社バンダイ
ナムコホールディ
ングス

東京都品川区 10,000

バンダイナムコグループ
の中長期経営戦略の立
案・遂行
グループ会社の事業戦略
実行支援・事業活動の管
理

0.0
(20.3)

注記のとおり

 

(注) １　当社は株式会社バンダイナムコホールディングスの持分法適用関連会社であります。

２　有価証券報告書の提出会社であります。

３　当社の所有する株式会社バンダイナムコホールディングス議決権の所有割合については、重要な事項ではな

いため、出資比率で表記しております。(所有株式数は15.6千株であり、その金額は貸借対照表記載の通り

33,649千円です。)

４　株式会社バンダイナムコホールディングスとの関係内容につきましては「主要な事業の内容」のとおりで

す。

 

＜株式会社バンダイナムコホールディングスの企業グループにおける当社の位置付けと関係＞

当社は、平成17年より株式会社バンダイナムコホールディングスの持分法適用会社となりました。バンダイナム

コグループに属してはおりますが、経営につきましては独立性を保ち、委員会設置会社として所有および監視と、

事業計画立案および経営を明確に分離させた体制で、従来通り事業を継続いたしております。また、当社の販売取

引先につきましても従来からの変更はありません。

なお、平成19年4月より毎期、定時株主総会にてご承認を頂き、バンダイナムコホールディングスのグループ企業

より１名が当社の社外取締役として就任しております。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成26年１月20日現在

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(円)

42 35歳  11ヶ月 8年 10ヶ月 5,065,692
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　当社は、玩具及び自転車等乗り物類の企画・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を

省略しております。

３　上記の他、派遣社員が４名います。

４　平均年間給与は、平成25年２月度から平成26年１月度の実支給平均額で所定内賃金および時間外手当、およ

び賞与を含んでいます。

 

(2) 労働組合の状況

当社においては、労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

１　経営の基本方針

　当社は、以下を経営基本方針としております。

1)　持続可能な株主利益の最大化を追求いたします。

2)　新しい商品の研究開発に経営資源(主に人材)を重点投資するベンチャー企業として、常に挑戦を志し、参入

する分野に新しい風を吹き込むことを生き甲斐としています。

3)　「持続は力」を信じ、拡大を目指して売上目標の設定から入る予算及び経営計画を排し、「経営構造のバラ

ンス」を最重点に管理する経営に徹します。

　

２　業績の概況

１）当期の概況

当期業績全般の概況

     
前年

同期比

 売上高 32億60百万円  14.3％増

 営業利益 1億25百万円  19.6％減

 経常利益 1億98百万円  23.5％増

 当期純利益 1億22百万円  30.9％増

      

 １株当たり当期純利益 27円79銭   

 １株当たり純資産額 427円95銭   
 

　

当37期における日本経済は、金融緩和に伴う急激な円安・株高により、輸出企業や金融市場が活気あるス

タートを切りました。景況感も改善に向かい、消費マインド回復も期待されましたが、当社の主たる玩具や子

供自転車市場においては、夏を終えてもそれを裏付ける様子を見せぬまま、年末商戦まで厳しい状況が続きま

した。

　そのような環境下、当社の特徴である“定番強し”の玩具部門が後半盛り返し、下降した自転車部門を補っ

た事から、国内販売が底堅く前年実績を押し上げ、その上に海外販売の好調が重なり、当37期総売上高は32億

60百万円と前年同期間対比14.3%の増収となりました。

 
海外販売ではタイの洪水から正常化した生産により米国向け輸出が順調に推移した事に加え、また、ドル高

が売上増につながりました。しかし一方で、期初からの円安による原価圧迫を軽減する対策に奔走する１年と

なりました。売上総利益の圧縮幅を抑える為、一部商品をベトナムへ生産移転、一部商品の仕様合理化や市場

販売価格の値上げをほぼ同時に行いました。又、為替予約を適宜行って仕入決済に充当したことにより、営業

利益は減少したものの（前期比19.6％減）営業外収益が増加し、経常利益段階では増収分に見合う１億98百万

円、前期比23.5％の増益につなげました。
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玩具業界誌は、玩具市場の厳しさについて、“消費者の財布のひもが堅い”のではなく、“消費者の選択肢

が増えた”と認識を持つべきだと報道しました。消費マインドが不透明なまま、求める選択肢は加速度的に増

え、複数のメーカーが流行の目玉を競い、高額なタブレット式やスマートフォン型の電子玩具で年末需要を

リードした一方、当社では、３歳未満の基礎的玩具で10年以上にわたり消費者を惹きつけ評判を作ってきた定

番商品が業績を支えました。

 自転車市場でも同様、東日本大震災で盛り返した以降、相次ぐ自転車専門店の出店増に伴い、身近なお店で選

べる幼児車・子供車のPB品種増が消費者の選択肢の幅を広げ２年連続で当社の業績に影響しました。

 

次期38期につなげる課題として、当37期も引き続き新規事業開拓にも取り組んでおり、今後も必須課題であ

ると捉えています。一方既存事業では、選び切れないほどあふれた情報と過剰供給な商品の中で消費者が選択

したのは、これまで買われた消費者の高い満足度が長年続いている等、根強い口コミ情報に支えられた商品で

あった事を再認識しました。

 
また、当37期で行った原価引き下げ対策はごく一部であり、次期38期にも販売を左右する大きな課題を残し

ております。今後さらに為替レートが円安に進む事を鑑み、ヘッジ会計を取り入れ為替予約を最大限生かし、

既存品原価の安定化、新製品の競争力ある市場販売価格の実現に役立ててまいります。

 
次期38期の販売では消費増税を控え、消費動向は引き続き不透明な状況です。また、為替だけでなく商品の

安定供給を左右する製造基地のリスク要因などを抱えながら難しい判断を迫られる年度を迎える事となりま

す。

　このような状況をブレイクスルーするには、新しい需要掘り起こしによるヒット商品での売上増を計る事は

もちろん必須条件ですが、同時に、にわかな流行だけに依存しない消費者の満足や信頼も重要であるという認

識に立ち次期38期の売上成長を目指します。
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２）当期の経営課題と進捗状況

当期第37期は以下の課題に取り組み、進捗状況は次の通りです。

　① 高付加価値商品の開発により今までにない商品を常時創出する

　　後述の「当期商品の評価及び販売の状況」でご報告しておりますのでご参照下さい。

② 為替レート変動、製造コスト上昇の原価に及ぼす影響を鑑み、製品価格改訂を検討。

　＜営業利益～当期純利益＞にて詳細をご報告しています。

③ 高まる中国生産のリスク分散の為の中国以外での製造推進。

　　当期第37期５月にベトナムに製造移転を実行し、供給が開始されています。

 

３）当期商品の評価及び販売の状況

各カテゴリーごとの販売状況は以下の通りです。

 

(カテゴリー別売上高の前期対比)

(単位　千円)

 
平成25年１月期

(自　平成24年１月21日
至　平成25年１月20日)

平成26年１月期
(自　平成25年１月21日
至　平成26年１月20日)

前年同期比

乳児・知育玩具 1,092,302 1,096,102 100.3％

女児玩具 624,230 651,892 104.4％

遊具・乗り物 623,931 546,300 87.6％

その他
（新規事業・海外販売等）

511,022 965,978 189.0％

合計 2,851,485 3,260,272 114.3％
 

 

 

＜乳児・知育玩具＞

玩具全般的に市場をリードする商品に乏しかった中、キャラクター玩具の強さが際立った一年と言われま

した。当社にも低月齢キャラクターによる競合各社の新製品の品種増は脅威でしたが、高額タブレット型お

もちゃは間接的に影響した範囲にとどまりました。既存品の指先の知育シリーズ等で、キャラクターに対し

て影の薄かった商品群が当期“100万人のママが満足！”と広告や店頭見本POPを出しただけで前年を超えて

復活したり、乳幼児玩具等も10年の販売歴による口コミがキャラクター商品群の中で埋もれずに回転を上

げ、値上げ後も上位ランクを維持しました。

　また、１歳対象の低月齢で差別化した磁石付きピタゴラスブロックは、低月齢キャラクターに浸食される

一方、当37期は対象年齢３歳以上の「ピタゴラス算数」(税別5,000円）を発売し新規顧客を取り入れヒット

し、「算数」のTVCM訴求でピタゴラスシリーズ全体を引き上げる効果を発揮しました。

当37期では、他社に競合の無いお米のおもちゃシリーズが既に３年目となりましたが、新製品お米のシ

リーズ「彩(いろどり)」発売により更にギフト需要を喚起し、流通により自発的に作られた売り場で同シ

リーズの消費者獲得数を広げました。

 
＜女児玩具＞

ガールズトイではスマートフォン型の電子玩具が圧倒的に人気を集めましたが、当社の販売歴17年のお人

形シリーズはその影響を受けませんでした。抱き人形ターゲットにきめ細かく訴求した今年の新製品が下半

期より効果を示し、ここ数年縮小してきた購入者、特に３歳対象者を軸として購入者数が回復し、それに連

動したお道具、着せ替え等の回復も売上増につながりました。

　また、ぽぽちゃんで遊んだお子様がお母さんになって我が子にぽぽちゃんを与える等の愛用者カードも届

き、２世代に愛される抱き人形への兆しも出始めました。

 
 

＜遊具・乗り物＞
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概況でご報告の通り自転車専門店の出店増は、PB品の主流であった大人車に加え、当期は幼児車・子供車

PB品が売り場に登場、店員による売り込みはPB品に集中し、当社の当期新製品、３歳対象16インチ「ピッタ

ンコ自転車」、小学１年生対象「いきなり22インチ」等が苦戦しました。

　また、自転車専門店増は大手玩具専門店の幼児車販売の集客に影響し、当社定番品販売数に影響しまし

た。また、２歳対象では、“足けり自転車”の普及によりPBも含めた類似品供給過多を生み、幼児自転車市

場全体の購入数減少や、足けり遊具「公園レーサー」等の定番品にも影響しました。

 
 

＜その他、新規事業（トイファニチャー）等＞

① 新規事業への取り組み

トイファニチャーは、円安の上に木材高騰による原価圧迫を受けながらも２年目を迎え、根気強くニーズ

掘り起しをしております。「つくえちゃん先生」(税別12,800円）をリニューアル発売した他、１歳対象の食

卓用ハイチェアで「自分で登れるハイチェア」(オープン価格）を発売し、消費者の手ごたえを得まし

た。　　

　また、近年成長している文具市場に着目し、当社玩具にないターゲットである幼稚園年長さん向けに“一

足お先に一年生「学校でるでるランドセル」(男女各税別3,980円)”を発売しました。ランドセルに憧れる年

長さん達が、遊びながら学校の知識がついていつの間にか鉛筆や消しゴムを使えるようになる入学準備需要

へのニーズ掘り起こしです。又、マタニティ対象に大手育児店に売り場がある育児手帳ケースに着目し、違

いのある商品を違いのある売り方で新製品「お笑い育児手帳付き母子手帳ケース」(税別2,480円、2,680円）

を発売しました。

 
② 海外販売状況

概況でご報告の通り、既に販売歴のある米国向けマグナタイル（日本名「ピタゴラス」）の出荷期間が前

36期では実働８ヶ月に対し当37期は１年となったことに加え、ドル高により売上増となりました。

　当37期では国内販売の挽回や原価引き下げ対策に重心を置きながらも、アジア開拓としてインドネシア・

ベトナム等のテスト販売も開始しております。
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＜営業利益～当期純利益＞

前36期では80.21円/US$だった実勢平均レートは、当37期期初90円台となり期末では一時的に104～105円台

まで円安に推移、第４四半期は平均100.52円/US$、結果、当37期通期実勢平均レートは98.20円/US$となりま

した。これらが時価会計では仕入高に直結し当37期の原価を引き上げ、売上総利益減につながりました。

また、中国製造では中国元（RMB）の対ドル値上がりが製造工場の利益圧迫につながりました。対策とし

て、中国製造協力先には中国元の値上がりを吸収してもらい、一部商品をベトナムに移転し、又、間に合う

ところから仕様削減等でコスト合理化しながら、円高時代に中国人件費上昇を吸収し値上げを実施しなかっ

た一部商品につき、当期は止む無く値上げに踏み切りました。

　これらの対策で売上総利益の圧縮幅を出来る限り抑えながらも、円安への変動幅は大きく影響し、営業利

益は１億25百万円、前期比19.6％減となりました。

一方、当37期では時価会計制度のため営業外計上とはなりましたが、期初段階で比較的安いドルを為替予

約で押さえ、仕入決済に充当することで営業利益減を補う形となり、経常利益では１億98百万円の前期比

23.5％増となり、当期純利益では１億22百万円、前期比30.9％増となりました。

　なお、当37期７月度において次期38期の円安進行を鑑み、ヘッジ会計を取り入れることを取締役会で決定

いたしました。これに則り、安いドルを仕入決済に充当すべく予約をすでに開始し、次期38期では為替予約

メリットを営業外収益計上ではなく売上総利益に反映させ、営業利益を改善させてまいります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当期末における現金及び現金同等物は、期首より１億２百万円減少し、13億41百万円となりました。主な要因は

次の通りです。

 

(営業活動によるキャッシュ・フローについて)

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益計上の一方、仕入債務等の決済および法人税等の支

払に伴い25百万円（前期比較では31百万円の収入の減少）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フローについて)

投資活動によるキャッシュ・フローは、金型等固定資産の取得による支出により47百万円の支出（前期比較で

は17百万円の支出の減少）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フローについて)

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金支払により88百万円の支出（前期比較では81百万円の支出

の減少）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当事業年度における仕入実績を区分別に示すと、次のとおりです。

 

区分 仕入高(千円) 前年同期比(％)

乳児・知育玩具 638,951 122.4

女児玩具 341,733 118.7

遊具・乗り物 336,979 112.0

その他（新規事業・海外販売等） 739,871 177.9

合計 2,057,534 134.8
 

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２　海外仕入比率第36期は93.8％、第37期は93.4％です。

 

(2) 受注実績

当社は、受注生産は行っておりません。

 

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績を区分別に示すと、次のとおりです。

 

区分 販売高(千円) 前年同期比(％)

乳児・知育玩具 1,096,102 100.3

女児玩具 651,892 104.4

遊具・乗り物 546,300 87.6

その他（新規事業・海外販売等） 965,978 189.0

合計 3,260,272 114.3
 

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２　主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりです。
 

相手先

前事業年度
(自　平成24年１月21日
至　平成25年１月20日)

当事業年度
(自　平成25年１月21日
至　平成26年１月20日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

VALTECH　LLC. 422,744 14.8 812,849 24.9

㈱ハピネット 778,189 27.3 776,709 23.8

日本トイザらス㈱ 826,525 29.0 771,627 23.7
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３ 【対処すべき課題】

次期第38期の経営課題

　次期38期では消費増税により販売面では一層不透明な状況が予想されます。また、コスト面では依然為替情勢に左

右され、かつ、生産地での人件費上昇も予想されます。商品価格値上げにも一定の限界があり、次期38期では営業利

益率の回復と安定構造を取り戻す為の対策として、以下の経営課題に集中し取組みます。　　　　　　　　　　　　

① 高付加価値商品の開発による国内売上増。

② コスト安定化と売上総利益の改善。為替や人件費再高騰によるコスト上昇への対策として前期37期の課題を踏襲

し　ます。

③ 高まる生産国の製造リスクを回避し安定供先の確保に注力します。

 
 

４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものです。

 

＜中国生産リスクについて＞

当社はOEM生産委託商品の８割を中国生産に依存しているため、中国情勢等の影響を受けるリスクを持っていま

す。

　中国の生活水準は年々上昇し、物価高、人件費の高騰は当期製造品においても一部コストアップを余儀なくされ

る等、影響を受けております。今後、益々物価や人件費は高まることが予想され、更なる直接製造原価アップとし

て影響を受けるリスクを持っています。

 

＜為替レートの変動リスクについて＞

当社の生産は海外工場に委託し、その製造に掛かる費用、仕入代金の決済は主として米ドル建てとしている為、

新商品の価格決定時点の設定レートに対し、円安又はドル高に進行した場合はそれらの商品は原価高となり利益を

圧迫するリスクがあります。又、中国元の対米ドルレートの変動は仕入れ価格そのものに影響します。

 

＜流通の集約化と販路の偏りのリスク＞

この数年で流通の集約化が更に進行したことに伴い、日本トイザらス株式会社と株式会社ハピネットの２社で当

社売上高の約5割を占める販売シェアとなり、その偏りのリスクがあります。

 

＜貸倒にかかるリスクについて＞

当社では、ルールを定め与信管理を得意先別に徹底して行っており、また、常に取引信用保険を付保するなど貸

倒れによる損益への影響を最小限に留める努力をしております。当期においては、取引先の１社が民事再生手続と

なりましたが、売掛債権は取引信用保険にてほぼ補填されました。今後、売上債権取引信用保険で十分カバー出来

ない取引額のケースもありますので、警戒を必要とする状況が続きます。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

(1) 研究開発活動の対象

当社の研究、及び商品開発は、次のとおりの商品を主体としています。

イ　就学前児童の玩具から同対象の映像・オーディオさらに保育事業に関する各種の研究開発活動

ロ　ベビー市場の拡大につながる商品、基礎玩具(積み木ブロック等)に関する各種の研究開発活動

ハ　幼児からジュニア向けを主体とした自転車類の研究開発活動

 

(2) 研究開発の体制

当社の研究開発は、総勢32名で組織される事業本部において、商品開発着手から販売に至るまで一貫して管理

できるよう、各役割を分担しながらも効率的で連携のとれる体制を整えています。

新事業および新商品の企画提案ならびに商品化を実現させるためのマーケティングプラン策定の責任を持つ商

品企画担当から、そのアイデアを商品化担当と共同して実際の商品にして行く生産管理担当へ、そして、営業企

画担当が新製品のマーチャンダイジング戦略を立案・販売実行へと移します。

商品開発の着手から初度生産量の決定は、各プロセスにおける会議体の積み重ねにより決定しています。

(3) 研究開発費

当事業年度の研究開発関連投資額は以下のとおりです。

① 金型等設備投資額 40,397千円

② 試作費 10,985千円

③ 取材調査費 12,389千円

④ 宣伝素材費　　 35,654千円

⑤ 人件費等付帯費用 121,988千円

 　　　総額 221,414千円
 

(注)　金型等設備投資額は、貸借対照表の有形固定資産「工具、器具及び備品」23,813千円に含まれています。試作

費、取材調査費及び人件費等付帯費用は、損益計算書の販売費及び一般管理費において「研究開発費」と表示

しており、宣伝素材費は「その他」95,162千円に含まれています。

 

(4) 研究開発の成果

当事業年度中に発売開始した新製品の主なものは、次のとおりです。

 

乳児・知育玩具

「ピタゴラス算数」、「頭と体の熱中知育ボックス」、「ごきげん熱中チェア」

「知育テレビBIG版」、「おひざにのんのちゃん」、「お米のシリーズ（いろどり）」

ノンキャラ良品ベビーシリーズ「かみ心地２通リモコン」他、ベビーアイテム計６品

女児玩具

「よちよちぽぽちゃんうさぎファッション」他　お人形

「おしゃべりおしゃぶり入り子育て10点セット」他　お道具

「お星さまパーカーセット」他　着せかえコレクション各種

「光るエコパピエ」他　ホビー玩具

遊具・乗り物

「ピッタンコ自転車」

「いきなり自転車22インチ」、「いきなり自転車プレミアム」「ラクショーライダー」

「公園レーサー　スプラッシュ」

「チェーン式スポーツ三輪　ルビー」

その他、新規事
業等

「自分でハイチェア」「つくえちゃん先生」
「学校でるでるランドセル」、「お笑い育児手帳付母子手帳ケース」
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　当期末の資産、負債、純資産の概況

　　当期末における資産合計は、前事業年度末から47百万円減少の21億92百万円となりました。主な内訳とし

て、流動資産は、棚卸商品の増加等の一方、仕入決済および配当金や法人税等の支払による現金及び預金の減少の

結果、20億24百万円となりました。流動負債では、仕入決済に伴って支払手形及び買掛金が減少し、また、法人税

等の支払に伴う未払法人税等の減少等の結果２億67百万円となりました。

　純資産合計は当期純利益の計上に加え、その他有価証券と繰延ヘッジの評価・換算差額等計上により、前事業年

度末より56百万円増加の18億72百万円となり、結果、自己資本比率は85.4％となりました。

 

(2)　キャッシュ・フローの状況の分析

当期のキャッシュ・フローの概況につきましては、「第２　事業の状況、1　業績等の概要、(2)キャッシュ・フ

ローの状況」をご参照下さい。

 

(3)　たな卸資産の状況

一般的棚卸資産管理では売上が下がると在庫増となります。当社は売上が下がると即減産する体制となってお

り、向こう３ヶ月の需要予測を毎月精密に行い、過剰在庫とならない調整を行っております。しかし、毎期末では

当期販売力が伴わなかった新製品等も含め商品力の衰えそうなものを有税で償却し、健全な在庫に評価し直し、翌

期に負の資産を残さないようにしております。その年度特有の商品や棚卸単価、また、仕入れたタイミングや期末

段階の在庫数でも評価減額は変動します。当37期末では評価減額は増額していますが、売上対比では0.8％に留まっ

ております。

 

(4)　営業成績及び財産の状況の推移

 

区分
第33期

(平成22年１月期)
第34期

(平成23年１月期)
第35期

(平成24年１月期)
第36期

(平成25年１月期)
第37期

(平成26年１月期)

売上高 (千円) 2,935,760 2,915,686 2,840,272 2,851,485 3,260,272

営業利益 (千円) 335,348 380,272 292,563 155,033 124,597

経常利益 (千円) 374,331 393,049 293,461 160,360 198,069

当期純利益 (千円) 234,728 240,321 171,150 92,868 121,599

１株当たり
当期純利益

(円) 53.87 55.15 39.18 21.23 27.79

総資産 (千円) 2,372,034 2,351,288 2,335,032 2,238,653 2,192,133

純資産 (千円) 1,891,369 1,925,997 1,891,421 1,816,456 1,872,134
 

 

(5)　株式について

＜株式、株主の状況＞

 

 
寄値
(円)

高値
(円)

安値
(円)

引値
(円)

出来高
(千株)

株主数
(名)

平成21年１月21日～平成22年１月20日 395 742 333 639 480 1,331

平成22年１月21日～平成23年１月20日 627 855 510 765 756 1,408

平成23年１月21日～平成24年１月20日 777 860 525 709 954 1,490

平成24年１月21日～平成25年１月20日 714 775 600 638 783 1,505

平成25年１月21日～平成26年１月20日 641 652 467 601 1,389 1,478
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社の設備投資は、主に新商品の製造に必要な金型等設備に対するものです。また、これらの金型等設備は製造委

託先に貸与しています。

当期に実施した設備投資の総額は、期初計画（前期実績）比60.2％の40,643千円でした。内訳は金型等設備への投

資40,397千円、器具備品等への投資246千円です。

設備の除却は、器具備品等について8千円行っています。

 

２ 【主要な設備の状況】
平成26年１月20日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 車輌運搬具
工具器具
備品

土地
(面積㎡)

合計

本社
(東京都中央区)

事務設備
(全社共通)

- 0 761
-

(   - )
761 42

製造委託先
(国内外の製造工場)

玩具製造設備
(全社共通)

- - 23,052
-

(   - )
23,052 -

厚生施設
(神奈川県足柄下郡
真鶴町)

厚生施設
(全社共通)

14,244 - -
6,984

( 40.06 )
21,228 -

 

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれていません。

３　上記の他、派遣社員が4名います。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

 

事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

製造委託先
（国内外の製造工場）

金型設備 46,000 - 自己資金
平成26年
2月

平成27年
1月

新製品の
生産

 

(注)　上記金額には消費税等は含まれていません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,937,500

計 17,937,500
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年１月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年４月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,437,500 4,437,500
東京証券取引所
JASDAQ

(スタンダード)
単元株式数100株

計 4,437,500 4,437,500 ― ―
 

（注）平成26年2月10日開催の取締役会決議により、平成26年3月31日付で単元株式数の変更が行われ、単元株式数は100

株となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　
(千円)

資本金残高
　
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成14年７月３日
△62,500

(注)
4,437,500 ― 238,800 ― 162,700

 

(注)　利益による自己株式の消却

 

(6) 【所有者別状況】

平成26年１月20日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数500株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 2 10 27 7 ― 1,432 1,478 ―

所有株式数
(単元)

― 236 77 2,087 357 ― 6,108 8,865 5,000

所有株式数
の割合(％)

― 2.66 0.87 23.54 4.03 ― 68.90 100.00 ―
 

(注)　自己株式62,805株は「個人その他」に125単元、「単元未満株式の状況」に305株含まれています。
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(7) 【大株主の状況】

平成26年１月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社バンダイナムコホール
ディングス

東京都港区品川区東品川４丁目５-15 888 20.01

小　徳　宏　之 兵庫県宝塚市 194 4.37

RBC　IST 15 PCT NON LENDING
ACCOUNT
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

7TH FLOOR, 155 WELLINGTON STREET
WEST TORONTO,　ONTARIO, CANADA, M5V
3L3
 
東京都品川区東品川２丁目３－14

169.9 3.82

桐　渕　真一郎 東京都港区 130 2.92

桐　渕　千鶴子 東京都港区 100 2.25

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 93 2.09

市　川　正　史 東京都港区 90 2.02

桐　渕　真　人 東京都港区 72 1.62

横　田　真　子 東京都文京区 72 1.62

梅　田　美智子 京都府京丹後市 60 1.35

計 ― 1,868.9 42.07
 

(注)　自己株式62,805株を保有しています。発行済株式総数に対する割合は1.41％となっています。

 

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年１月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普 通 株 式 　
62,500　

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,370,000
8,740 ―

単元未満株式
普通株式

5,000
― ―

発行済株式総数 4,437,500 ― ―

総株主の議決権 ― 8,740 ―
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② 【自己株式等】

平成26年１月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ピープル株式会社

東京都中央区東日本橋
２－15－５

62,500 ― 62,500 1.41

計 ― 62,500 ― 62,500 1.41
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数　(株） 価額の総額　（千円）

当事業年度における取得自己株式 584 332

当期間における取得自己株式 220 125
 

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円）

株式数(株)
処分価額の総額
(千円）

引き受ける者の募集を行った取得
株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式
― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
― ― ― ―

保有自己株式数 62,805 ― 63,025 ―
 

　
 

３ 【配当政策】

  
第33期

平成22年１月
第34期

平成23年１月
第35期

平成24年１月
第36期

平成25年１月
第37期

平成26年１月

１株当たり配当額 (円) 45.00 50.00 39.00 20.00 27.00

配当総額 (千円) 196,096 217,865 170,637 87,506 118,117

配当利回り  7.04％ 6.54％ 5.50％ 3.13％ 4.49％

自己資本比率  79.7％ 81.9％ 81.0％ 81.1％ 85.4％
 

　

①〔会社の配当に関する基本方針〕

当社は中間、期末の年２回の配当を基本方針としています。配当は業績連動とし、安定配当政策は行いません。

よって上半期の営業成績のみで配当額を決定できない場合は年１回の期末のみの配当を行っております。

既製品の持続性が弱く、かつ、新製品の成否が予測し難い業種であり、それゆえに「持続性」を最重視した経営

に徹しています。しかし、消費者ニーズが流動的なのは避け難く、株式公開以来実行してきたように、決算時の業

績をほぼそのまま配当政策に反映させていただく方針を今後も継続してまいります。

配当額の具体案は配当可能な剰余金の０から100％までの範囲で次の要素を勘案の上、決定しています。

ａ．剰余金の額(業績とは別に自己資本比率55～65％の維持を上場以来方針として持ち続けています。)

ｂ．為替、有価証券の評価損益

ｃ．適切な信用力を維持できる財務内容の確保(自己資本比率の推移)

ｄ．資金需要の状況

ｅ．より高い株主利益の達成が可能な投資案件の有無

ｆ．自己株式の買入れの有無とその額
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②〔当期配当について〕

当社は上場以来、配当は業績連動とすることを基本方針としております。

　当期におきましては、配当額は当期純利益の範囲を基準として検討し、平成26年３月13日の取締役会決議によ

り、１株当たり27円00銭とさせていただきましたことを、ご報告いたします。

　なお、剰余金の配当の支払請求権の効力発生および支払開始日は平成26年４月16日といたします。

 

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成26年３月13日取締役会決議 118,117 27.00
 

 

③〔剰余金の配当の決定機関について〕

当社は剰余金の配当について、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議

により定めることを定款で定めております。

 

④〔配当の基準日について〕

当社の期末配当の基準日は毎年１月20日、中間配当の基準日は毎年７月20日と定款に定めております。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成22年１月 平成23年１月 平成24年１月 平成25年１月 平成26年１月

最高(円) 742 855 860 775 652

最低(円) 333 510 525 600 467
 

(注)　最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所、平成22年４月１日から平成22年10月11

日までは大阪証券取引所(JASDAQ市場)、平成22年10月12日から平成25年7月15日までは大阪証券取引所JASDAQ

(スタンダード)、平成25年7月16日以降は東京証券取引所JASDAQ(スタンダード)におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成25年８月 ９月 10月 11月 12月 平成26年１月

最高(円) 589 520 530 512 649 651

最低(円) 515 467 492 492 485 552
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所JASDAQ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

(1) 取締役の状況

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役  桐　渕　千鶴子 昭和22年10月26日生

昭和61年11月 当社　入社　取締役企画部長　

就任

(注)４ 100

平成３年11月 当社　代表取締役　就任
平成14年４月 当社　代表取締役会長　就任
平成15年４月 当社　取締役兼代表執行役　就任
平成17年４月 当社　取締役兼執行役　就任
平成19年４月 当社　取締役兼代表執行役　就任

現在に至る

取締役  小　暮　雅　子 昭和32年４月22日生

昭和55年４月 オート㈱　入社

(注)４ 20

平成３年９月 同社　退社
平成３年10月 当社　入社
平成14年４月 当社　代表取締役社長　就任
平成15年４月 当社　取締役兼代表執行役　就任
平成17年４月 当社　取締役兼執行役　就任
平成19年４月 当社　取締役兼代表執行役　就任

現在に至る

社外取締役  仙　田　潤　路 昭和24年12月21日生

昭和47年４月 ㈱バンダイ入社

(注)４ ―

平成15年６月 同社　取締役　就任

平成17年９月 ㈱バンダイナムコホールディング
ス　取締役　就任

平成19年５月 ㈱シー・シー・ピー　代表取締役
副社長　就任

平成20年４月 当社　社外取締役　就任(現任）

平成23年３月 ㈱シー・シー・ピー　常務取締
役　就任

    
平成25年６月 ㈱シー・シー・ピー　顧問　就任

（平成26年3月31日退任）

現在に至る
  

社外取締役  森　本　美　成 昭和22年12月14日生

昭和45年４月 野村證券㈱入社

(注)４ 1

昭和62年11月  野村證券㈱外国株式部長就任

平成５年11月  日本合同ファイナンス㈱（現㈱ジャ
フコ）取締役 投資本部長就任

平成14年４月  同社専務取締役就任

平成15年６月  同社常勤監査役就任

平成18年６月  野村證券㈱顧問

平成20年１月  ㈱エグゼクティブ・パートナーズ

理事就任（現任）
平成21年４月  当社　社外取締役　就任

 現在に至る
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

社外取締役  本　山　賢　司 昭和21日9月3日生

昭和43年４月  ㈱現代プランニング入社

(注)４ ー

昭和45年９月
 ㈱マッキャンエリクソン博報堂

  (現㈱マッキャンエリクソン）入社

昭和53年４月  ㈱モスアドバタイジング入社

昭和61年４月  フリーのイラストレーターとして

 独立

平成14年４月  当社顧問（現任）

平成22年４月  当社　社外取締役　就任

 現在に至る

 
 主な著書に「ガキの勲章」(宝島

 社)、「[図解］焚き火料理大全」

（新潮文庫）、「大興安嶺異聞」
（東京書籍）、「川の図鑑」（東京
書籍）、「森で過ごして学んだ101の
こと」（東京書籍）などがある。雑
誌「週刊文春」（文藝春秋）の連載
小説「桑港特急」のイラストレー
ション担当。季刊誌「魚沼へ」に
“食べ物スケッチ”を連載中。

社外取締役  市　川　正　史 昭和44年8月22日生

平成６年10月  太田昭和監査法人

(注)４ 90

  (現新日本有限責任監査法人）入所

平成12年１月  市川公認会計士事務所設立　代表
(現任）

平成19年３月  テラ㈱監査役就任

平成22年４月  当社　社外取締役　就任(現任）

    
平成25年２月 ギークス㈱監査役就任(現任）

現在に至る
  

取締役計 211
 

(注) １　社外取締役の４名は、会社法第２条第15号の要件を満たしております。

２　当社は委員会設置会社です。平成26年４月15日開催の取締役会で選任され、就任した、委員会の各委員は、

下記のとおりです。

「指名委員会」：仙　田　潤　路  本　山　賢　司  桐　渕　千鶴子   

「監査委員会」：仙　田　潤　路  森　本　美　成  本　山　賢　司  市　川　正　史

「報酬委員会」：仙　田　潤　路  森　本　美　成  市　川　正　史   
 

３　第37期指名委員会により指名された取締役のうち、社外取締役の指名理由は、以下のとおりです。

① 仙田潤路氏はバンダイナムコグループの企業である㈱シー・シー・ピーの顧問でした。同氏を社外取締

役候補者とした理由は企業経営者としての知識・経験に基づき当社の経営の監視・監督に当たっていただ

くことを期待したためです。同氏は現在当社の社外取締役であり、その就任期間は本定時株主総会終結の

時をもって6年となります。

② 森本美成氏は野村證券㈱および、専務取締役・常勤監査役等を務めたベンチャーキャピタル・㈱ジャフ

コの勤務を通じて、広く国内外の企業経営・育成に携わってきました。

同氏を社外取締役候補者とした理由は前述の２社で培われた世界経済市場の動向・金融の知識・経験およ

び経営診断の専門家としての見識を生かして、当社の経営の監視監督に当たっていただくことを期待した

ためです。同氏は現在当社の社外取締役であり、その就任期間は本定時株主総会終結の時をもって5年とな

ります。

③ 本山賢司氏は広告代理店のアートディレクターを経てイラストレーターとして独立されイラスト、エッ

セイ、小説等を多数発表されています。同氏は当社に開発顧問として参加いただいており、当社の経営理

念の賛同者であり、的確な助言をいただいております。

同氏を社外取締役候補者とした理由は既成概念に囚われない視点で、当社の経営の監視・監督に当たって

いただくことを期待したためです。同氏は現在当社の社外取締役であり、その就任期間は本定時株主総会

終結の時をもって4年となります。

④ 市川正史氏は公認会計士です。同氏にはこれまで、当社の株主の立場で忌憚の無いご意見をたくさんい

ただいております。同氏を社外取締役候補者とした理由は会計の専門家として、また、株主の立場を代表

して当社の経営の監視・監督に当たっていただくことを期待したためです。同氏は現在当社の社外取締役

であり、その就任期間は本定時株主総会終結の時をもって4年となります。

４　取締役の任期は平成26年１月期に係る定時株主総会の終結の時から平成27年１月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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(2) 執行役の状況

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表執行役  桐　渕　千鶴子 昭和22年10月26日生 (注)１ (注)２ (注)１

代表執行役  小　暮　雅　子 昭和32年４月22日生 (注)１ (注)２ (注)１

執行役  藤　田　潤　子 昭和33年５月16日生

昭和61年９月 当社　入社

(注)２ 15
平成16年１月 当社　管理部執行役補佐　就任

平成21年４月 当社　執行役　就任

現在に至る

執行役計 135
 

(注)１　取締役の状況をご参照下さい。

２　執行役の任期は、平成26年１月期に係る定時株主総会終結後最初に開催された取締役会の終結の時から平成

27年１月期に係る定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時までであります。

 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社は小規模ながら、既に公開年度より取締役会の構成の改革を行い、当社と直接利害関係を持たない社外取締役

の人数を過半数と定款に定め、同時に、経営の監視と業務執行の責務別の報酬制度の有り方の基準をつくりました。

また、その結果を個人別に株主の皆様にディスクローズする等、どこよりも真っ先に徹底したコーポレート・ガバナ

ンス体制を自主的に作り実行してまいりました。

 

1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

商法改正を機会に平成15年４月より、より透明性の高い経営を目指して、委員会設置会社に移行し、企業の重

要意思決定及び監視監督に携わる取締役と重要事業提案及び決定事項の執行に専念する執行役によって運営して

おります。

 

②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

a)　取締役会

当社の重要意思決定を行う取締役会の構成は、当事業年度は、執行役兼務の社内取締役２名と、社外取締役

４名の計６名で組織され、平成26年４月15日に開催した定時株主総会後は、執行役兼務の社内取締役２名と、

社外取締役４名の計６名で組織されています。

また、取締役会内に過半数以上を社外取締役が占める「指名委員会」と、社外取締役のみで構成される「監

査委員会」「報酬委員会」を設置しています。

 

b)　執行役

執行役は、取締役会において決定された事項および重要事業提案の執行に専念いたします。

執行役は３名で、当事業年度は内２名が代表執行役を務めました。なお、平成26年４月15日に開催した取締

役会における代表執行役の決議により、執行役３名の内２名が代表執行役を務めています。

 

③　監査委員会の職務遂行のために必要な事項についての取締役会の決議の概要

a)　監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

監査委員会は、会計監査人である有限責任 あずさ監査法人と期中より協議を行ない、適時、会計面でのアド

バイスを受けています。このような会計監査人との協議等を通じて、監査委員会は自ら果たすべき監査業務を

遂行しています。このため、監査委員会の職務を補助すべき使用人を社内に置かないことを取締役会において

決議しております。

なお、監査委員のうち、社外取締役市川正史氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。
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b)　前号の使用人の執行役からの独立性の確保に関する事項

前述のとおり、監査委員会の職務を補助すべき使用人を社内に置かないことを決議しているため、該当事項

はありません。

 

c)　執行役および使用人が監査委員会に報告すべき事項その他監査委員会に対する報告に関する事項

執行役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに、監査委員に当該事実を

報告することを規定した執行役会規程を制定しています。

 

d)　執行役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する事項

執行役は、執行役会の議事について、議事録を作成し、議長ならびに出席執行役がこれに署名押印し、取締

役から閲覧の請求があった場合はそれに応じることを規定した執行役会規程を制定しています。

 

e)　損失の危険の管理に関する規程その他体制に関する事項

執行役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに、監査委員に当該事実を

報告することを規定した執行役会規程を制定しています。

また、個別の損失危険につき、以下の取締役会決議をしています。

ⅰ.　執行役は、取締役会への為替予約の方針及び執行状況を報告する義務を課す決議

ⅱ.　取引信用保険を更新する決議

 

f)　執行役の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ、効率的に行われることを確保するための体制に関す

るその他の事項

ⅰ.　会計監査人の選任・不再任・解任に関する株主総会に提出する議案の内容は、監査委員会の決議によるも

のとした監査委員会規程を制定しています。

ⅱ.　社員は法令違反の隠蔽、意図的違反の議決、内部機密事項の漏洩が行われることを発見した時は、直ちに

監査委員会または外部機関に当該事実を報告しなければならない旨を、従業員服務規律に定めています。

 

g)　内部統制システムの評価体制

執行役会により任命を受け当該手続きから独立した者において内部統制評価を実施し、その実施結果につい

ては執行役会へ報告を行います。評価の状況については、会計監査人と協議を行い、執行役会より監査委員会

に報告する体制となっております。監査委員会は評価を行い、重要な事項については取締役会に上申し、その

内容について取締役会にて審議しております。 

 

④　会社と会社の社外取締役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

当社と社外取締役との資本関係は５ 〔役員の状況〕(1) 取締役の状況に記載の通りであり、人的関係または取

引関係その他の利害関係はありません。

なお、社外取締役を選任するための独立性に関する基準等は定めておりませんが、当社は委員会設置会社とし

てすでに業務執行（執行役）と監視（社外取締役）が分離されています。実質的には社外取締役のみで構成され

る監査委員会が独立役員の役割を既に果たしているものと認識しております。そのため社外取締役、監査委員の

市川正史氏を独立役員に指定しております。

2) 取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

 

3) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

4) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その出席した株主の議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に

定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的とするものであります。
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5) 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

6) 取締役及び執行役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる取締役及び執行役の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議に

よって免除することができる旨定款に定めております。

 

7) 会計監査の状況

①　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

　山　下　隆　　　(有限責任 あずさ監査法人)

　植　草　寛　　　(有限責任 あずさ監査法人)

②　監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　７名

　その他　　 ４名

 

8) リスク管理体制の整備の状況

当社では、週に１回開催される社内連絡会議または月に１回開催される執行役会議において、事業状況、業績予

想、業績結果、発生および決定事実等の社内情報共有化を図り、毎月１回開催される取締役会議において取締役会

へ報告致します。

また、共有化された情報に関しては、常に全社員に対しコンプライアンスを徹底致します。
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9) 役員報酬等

①　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

　報酬等の種類別の総額(千円)  対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

業績連動型
不確定額

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

40,000 40,000 ― ― ― ― 2

執行役 13,000 13,000 ― ― ― ― 1

社外取締役 9,600 9,600 ― ― ― ― 4
 

(注) 1.取締役の欄には、執行役を兼務する取締役2名を含んでおります。

2.社外取締役の報酬等の額には、バンダイナムコグループの企業より就任されている取締役への報酬に替えて、

㈱バンダイナムコホールディングスに支払っている管理料を含んでおります。

 

② 提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬委員会で定めた取締役及び執行役が受ける個人別の報酬の内容の決定に関する方針

当社は、委員会設置会社であり、取締役、執行役の報酬については、報酬委員会により方針が定められ、毎

期の審議が委ねられます。

当期の取締役及び執行役が受ける個人別の報酬の内容の決定に関する方針は以下のとおりです。

 

取締役は執行役に対して独立性を保つ必要があります。そのため、執行役と取締役を兼務する

社内の取締役と、社外取締役とは分けて考えます。

a)　社外取締役の報酬は当社に生活を依存しない範囲の相応な確定金額とし、業績連動型とはしないものとしま

す。

b)　執行役兼務の社内取締役については、「取締役」としての確定金額は、当期は「ゼロ」と査定しました。

c)　執行役の責務は取締役会から委任を受け、継続可能な株主利益の拡大を追求することです。従って、「執行

役」の報酬は、株主利益に連動した業績連動の報酬とし、個人別報酬を取り決めました。

d)　執行役の個人別不確定金額は報酬委員会において、毎期業績に応じて取り決めます。平成25年１月10日開催

の報酬委員会において、執行役に対する業績連動型不確定金額報酬について、算定方法に基づき以下を審議

し決定しました。

 

当期は、1株当たり当期純利益が50円以下のため、支給対象とはなりません。よって当期の不確定金額報

酬の支給は「ゼロ」と決定されました。
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なお、報酬等の総額が1億円以上である者は存在しませんが、個人別報酬内容は以下のとおりです。

 

現役職・氏名

前事業年度 当事業年度

報酬委員会決議に基づく報酬 報酬委員会決議に基づく報酬

確定金額
(千円)

不確定金額
(千円)

合計
(千円)

確定金額
(千円)

不確定金額
(千円)

合計
(千円)

取締役兼代表執行役　　桐　渕　千鶴子 20,000 ― 20,000 20,000 ― 20,000

取締役兼代表執行役　　小　暮　雅　子 20,000 ― 20,000 20,000 ― 20,000

社外取締役　　　　　　仙　田　潤　路 2,400 ― 2,400 2,400 ― 2,400

社外取締役            森　本　美　成 2,400 ― 2,400 2,400 ― 2,400

社外取締役            本　山　賢　司 2,400 ― 2,400 2,400 ― 2,400

社外取締役            市　川　正　史 2,400 ― 2,400 2,400 ― 2,400

執行役　　　　　　　　藤　田　潤　子 13,000 ― 13,000 13,000 ― 13,000
 

(注)　報酬期間は毎期５月度から翌年４月度の12ヶ月間となっています。

 

執行役に対する業績連動型不確定金額報酬の算定方法

当社は平成26年4月15日開催の報酬委員会において次期の役員報酬の算定方法について審議し、平成22年4月13日

に改定した算定方法から変更しないことを確認いたしました。

なお、執行役に対する業績連動型不確定金額報酬の算定方法は以下のとおりであり、法人税法第34条第1項第3号

に定める利益連動給与に該当する役員報酬を支給することを定めております。

a) １株当たり当期純利益が50円を超えた場合を支給対象とすることとし、当期純利益から配当金総額を差し引いた

残額を業績連動型不確定金額報酬の原資とします。

b)　支給する業績連動型不確定金額報酬の上限は、当期執行役全員の個人別月額報酬額(確定金額）の3か月分の総

額とします。従って、確定限度額の上限は13,300千円とします。

c)　各執行役への支給配分額は、「個人別月額報酬額×３」を上限とします。但し、上記ａ)の原

資が３か月分に満たない場合は、個人別月額報酬額で按分して算出することとします。

 

③ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

 

10)  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         1銘柄

貸借対照表計上額の合計額       28千円

 

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

 

該当事項はありません。

 

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

14,040 - 13,500 -
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

毎期、監査委員会により、次期の監査報酬について監査内容、監査時間見積等を勘案した上で審議され、決定

しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成25年１月21日から平成26年１月20日ま

で)の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容や

変更等を適時適切に把握し、的確に対応出来るようにするため、監査法人および各種団体が発行するニュースレター

や文書類の定期購読等を行い、情報収集活動に努めております。

 

１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年１月20日)
当事業年度

(平成26年１月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,443,376 1,341,379

  受取手形 26,175 23,440

  売掛金 338,265 325,900

  商品 256,824 288,871

  原材料 6,886 6,525

  前渡金 625 1,347

  前払費用 4,009 4,093

  為替予約 - 18,666

  繰延税金資産 10,058 11,542

  未収消費税等 - 2,015

  その他 371 984

  貸倒引当金 △692 △664

  流動資産合計 2,085,897 2,024,098

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 36,908 36,908

    減価償却累計額 △21,946 △22,664

    建物（純額） 14,962 14,244

   車両運搬具 2,272 2,272

    減価償却累計額 △2,249 △2,272

    車両運搬具（純額） 23 0

   工具、器具及び備品 518,434 529,147

    減価償却累計額 △493,631 △505,334

    工具、器具及び備品（純額） 24,803 23,813

   土地 6,984 6,984

   建設仮勘定 4,827 9,089

   有形固定資産合計 51,600 54,131

  無形固定資産   

   電話加入権 698 698

   ソフトウエア 1,057 379

   無形固定資産合計 1,755 1,078

  投資その他の資産   

   投資有価証券 28 28

   関係会社株式 19,375 33,649

   繰延税金資産 1,453 -

   敷金及び保証金 26,661 26,534

   保険積立金 51,885 52,615

   投資その他の資産合計 99,401 112,826

  固定資産合計 152,756 168,035

 資産合計 2,238,653 2,192,133
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年１月20日)
当事業年度

(平成26年１月20日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 132,460 65,788

  買掛金 84,234 45,546

  未払金 10,670 7,859

  未払費用 66,709 58,197

  未払法人税等 70,352 86,567

  未払消費税等 1,484 -

  前受金 3,242 -

  預り金 3,045 2,924

  その他 3 -

  流動負債合計 372,197 266,881

 固定負債   

  長期未払金
※1  50,000 ※1  50,000

  繰延税金負債 - 3,118

  固定負債合計 50,000 53,118

 負債合計 422,197 319,999

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 238,800 238,800

  資本剰余金   

   資本準備金 162,700 162,700

   その他資本剰余金 5 5

   資本剰余金合計 162,705 162,705

  利益剰余金   

   利益準備金 59,700 59,700

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,000,000 1,000,000

    繰越利益剰余金 383,295 417,389

   利益剰余金合計 1,442,995 1,477,089

  自己株式 △33,255 △33,587

  株主資本合計 1,811,246 1,845,007

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 5,210 15,556

  繰延ヘッジ損益 - 11,571

  評価・換算差額等合計 5,210 27,127

 純資産合計 1,816,456 1,872,134

負債純資産合計 2,238,653 2,192,133
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年１月21日
　至 平成25年１月20日)

当事業年度
(自 平成25年１月21日
　至 平成26年１月20日)

売上高 2,851,485 3,260,272

売上原価   

 商品期首たな卸高 267,202 263,710

 当期商品仕入高
※2  1,526,536 ※2  2,057,534

 他勘定受入高
※3  80,836 ※3  43,684

 合計 1,874,574 2,364,928

 他勘定振替高
※4  12,195 ※4  14,819

 商品期末たな卸高
※1,※2  263,710 ※1,※2  295,397

 売上原価合計
※1  1,598,669 ※1  2,054,712

売上総利益 1,252,816 1,205,561

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 343,905 316,136

 販売促進費 41,210 57,839

 運賃 165,401 175,660

 役員報酬 60,200 60,200

 給料及び手当 117,165 117,252

 従業員賞与 320 1,260

 法定福利費 19,658 19,476

 福利厚生費 10,085 10,053

 減価償却費 2,847 2,075

 賃借料 24,645 24,938

 支払手数料 56,589 55,550

 研究開発費
※5  139,200 ※5  145,363

 その他 116,558 95,162

 販売費及び一般管理費合計 1,097,784 1,080,964

営業利益 155,033 124,597

営業外収益   

 受取利息 8 8

 受取配当金 406 702

 為替差益 4,009 72,235

 その他 905 527

 営業外収益合計 5,327 73,472

経常利益 160,360 198,069

特別損失   

 固定資産除却損
※6  9 ※6  8

 特別損失合計 9 8

税引前当期純利益 160,351 198,061

法人税、住民税及び事業税 68,494 84,397

法人税等調整額 △1,011 △7,936

法人税等合計 67,483 76,461

当期純利益 92,868 121,599
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年１月21日 至 平成25年１月20日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 238,800 162,700 5 162,705 59,700 1,000,000 461,064 1,520,764

当期変動額 　 　 　 　 　 　   

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △170,637 △170,637

当期純利益 　 　 　 　 　 　 92,868 92,868

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　   

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　   

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― △77,769 △77,769

当期末残高 238,800 162,700 5 162,705 59,700 1,000,000 383,295 1,442,995
 

 

(単位：千円)

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △33,235 1,889,035 2,387 ― 2,387 1,891,421

当期変動額 　 　 　  　 　

剰余金の配当 　 △170,637 　  　 △170,637

当期純利益 　 92,868 　  　 92,868

自己株式の取得 △20 △20 　  　 △20

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 2,824 ― 2,824 2,824

当期変動額合計 △20 △77,789 2,824 ― 2,824 △74,965

当期末残高 △33,255 1,811,246 5,210 ― 5,210 1,816,456
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 当事業年度(自 平成25年１月21日 至 平成26年１月20日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 238,800 162,700 5 162,705 59,700 1,000,000 383,295 1,442,995

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △87,506 △87,506

当期純利益 　 　 　 　 　 　 121,599 121,599

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 34,093 34,093

当期末残高 238,800 162,700 5 162,705 59,700 1,000,000 417,389 1,477,089
 

 

(単位：千円)

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △33,255 1,811,246 5,210 ― 5,210 1,816,456

当期変動額 　 　 　  　 　

剰余金の配当 　 △87,506 　  　 △87,506

当期純利益 　 121,599 　  　 121,599

自己株式の取得 △332 △332 　  　 △332

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 10,345 11,571 21,916 21,916

当期変動額合計 △332 33,762 10,345 11,571 21,916 55,678

当期末残高 △33,587 1,845,007 15,556 11,571 27,127 1,872,134
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年１月21日
　至 平成25年１月20日)

当事業年度
(自 平成25年１月21日
　至 平成26年１月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 160,351 198,061

 減価償却費 80,860 43,043

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 181 △31

 受取利息及び受取配当金 △414 △710

 為替差損益（△は益） △3,461 △8,169

 有形固定資産除却損 9 8

 売上債権の増減額（△は増加） △95,194 15,100

 たな卸資産の増減額（△は増加） 3,492 △31,687

 前渡金の増減額（△は増加） △556 △721

 未収消費税等の増減額（△は増加） - △2,015

 未払消費税等の増減額（△は減少） 763 △1,484

 仕入債務の増減額（△は減少） △7,344 △105,360

 その他 5,941 △13,155

 小計 144,629 92,880

 利息及び配当金の受取額 414 710

 法人税等の支払額 △88,979 △68,517

 営業活動によるキャッシュ・フロー 56,064 25,074

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △63,192 △46,862

 無形固定資産の取得による支出 △376 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △63,567 △46,862

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △20 △332

 配当金の支払額 △170,035 △88,045

 その他 292 95

 財務活動によるキャッシュ・フロー △169,763 △88,282

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,461 8,169

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △173,805 △101,901

現金及び現金同等物の期首残高 1,616,748 1,442,943

現金及び現金同等物の期末残高
※1  1,442,943 ※1  1,341,042
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価の方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

デリバティブ

時価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価の方法

(1) 商品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 原材料（部品）

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっています。なお、耐用年数は以下のとおりです。

建物…………………47年

車両運搬具…………６年

工具、器具及び備品

・事務用器具…４～10年

・金型等……………２年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

　

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しています。

 

５　重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段・・・為替予約

　　ヘッジ対象・・・外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

(3) ヘッジ方針

　　デリバティブ取引については、先物為替予約取引に限定しており、主に為替の変動リスクを回避するために、将

来のたな卸資産の購入計画の範囲内で行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　　為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象取引に関する重要な条件が同一であり、為替相場変動を完全

に相殺できると認められるため、もしくは、実行の可能性が高い将来の予定取引に基づくものであるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しております。

 
６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
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手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に償還期限または満期日の到来する流動性の高い容易に換金可

能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっています。

 

７　その他財務諸表作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理は税抜方式によっています。

　

(会計方針の変更)

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成25年1月21日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる、当期の損益に与える影響は軽微であります。

 

(追加情報)

（ヘッジ会計の適用）　

　当事業年度より、金融商品に関するリスク管理体制を見直し、ヘッジ会計を適用する環境が整備された

ことに伴い、ヘッジ会計の要件を満たしている取引についてヘッジ会計を適用しております。　

 

(貸借対照表関係)

※1　長期未払金の明細

 

 
前事業年度

(平成25年１月20日)
当事業年度

(平成26年１月20日)

未払取締役退職慰労金 50,000千円 50,000千円
 

 

(損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

 

 
前事業年度

(自 平成24年１月21日
至 平成25年１月20日)

当事業年度
(自 平成25年１月21日
至 平成26年１月20日)

 11,089千円 27,594千円
 

 

※２　当期商品仕入高および商品期末たな卸高には原材料（部品）が含まれております。

 

※３　他勘定受入高の内訳

 

 
前事業年度

(自 平成24年１月21日
至 平成25年１月20日)

当事業年度
(自 平成25年１月21日
至 平成26年１月20日)

減価償却費 78,013千円 40,968千円

商品廃棄損 2,823千円 2,716千円
 

 

※４　他勘定振替高の内訳

 

 
前事業年度

(自 平成24年１月21日
至 平成25年１月20日)

当事業年度
(自 平成25年１月21日
至 平成26年１月20日)

販売促進費 12,091千円 14,819千円

その他 104千円 - 千円
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※５　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりです。

 

 

 
前事業年度

(自 平成24年１月21日
至 平成25年１月20日)

当事業年度
(自 平成25年１月21日
至 平成26年１月20日)

販売費及び一般管理費 139,200千円 145,363千円

     
 

 

※６　固定資産除却損の内容は、次のとおりです。

 
前事業年度

(自 平成24年１月21日
至 平成25年１月20日)

当事業年度
(自 平成25年１月21日
至 平成26年１月20日)

工具、器具及び備品 9千円 8千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成24年１月21日　至　平成25年１月20日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 4,437,500 - - 4,437,500

合計 4,437,500 - - 4,437,500

自己株式     

　普通株式 62,193 28 - 62,221

合計 62,193 28 - 62,221
 

（注）自己株式の普通株式の増加28株は、単元未満株式の買取によるものです。

 

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年３月14日
決算取締役会議

普通株式 170,637 39.00 平成24年１月20日 平成24年４月13日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

平成25年３月14日
決算取締役会議

普通株式 87,506 利益剰余金 20.00 平成25年１月20日 平成25年４月17日
 

 

当事業年度(自　平成25年１月21日　至　平成26年１月20日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 4,437,500 - - 4,437,500

合計 4,437,500 - - 4,437,500

自己株式     

　普通株式 62,221 584 - 62,805

合計 62,221 584 - 62,805
 

（注）自己株式の普通株式の増加584株は、単元未満株式の買取によるものです。
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２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年３月14日
決算取締役会議

普通株式 87,506 20.00 平成25年１月20日 平成25年４月17日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日

平成26年３月13日
決算取締役会議

普通株式 118,117 利益剰余金 27.00 平成26年１月20日 平成26年４月16日
 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

 

 
前事業年度

(自 平成24年１月21日
至 平成25年１月20日)

当事業年度
(自 平成25年１月21日
至 平成26年１月20日)

現金及び預金勘定 1,443,376千円 1,341,379千円

別段預金 △433千円 △338千円

現金及び現金同等物 1,442,943千円 1,341,042千円
 

 

(リース取引関係)

リース取引については、重要性がないため、記載を省略しています。

 

(金融商品関係)

１.金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、健全な経営を持続する上で借入をせず自己資本を厚くし、万が一に備え内部留保しておく事を基本

としています。その為に現預金が資産の多くを占めています。現預金については、現在はそのほとんどを為替

変動リスクのない国内預金にて保有していますが、事業に必要な一定の運転資金を除く余剰資金については、

一部を国内株式等に運用する事もあります。

　また、デリバティブ取引については、先物為替予約取引に限定しており、主に為替の変動リスクを回避する

ために、将来のたな卸資産の購入計画の範囲内で行う場合があります。

　なお、当社は従来より外貨建予定取引に係る為替予約取引について、期末ごとに時価評価を行い、評価差額

金を当期の損益として処理する方法をとっておりましたが、来期の仕入決済にかかる為替変動リスクに備え取

得する為替予約について、当期において社内規程等を変更し、ヘッジ会計を適用し繰延ヘッジ処理することと

しました。これは為替変動リスクの管理活動を財務諸表に適切に反映し、財政状態及び経営成績をより適正に

表示するために採用したものです。

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

金融商品の内、営業債権の受取手形および売掛金については、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当

社では売掛債権については毎月モニタリングし、取引先ごとの期日や残高を管理しております。また、毎年取

引状況の確認と同時にその状況に沿って取引信用保険を付保し、一定のリスクを最小限に抑える体制をとって

おります。

投資有価証券については、市場価格の変動リスクに晒されているため、定期的に経理部より取締役会におい

て時価の報告を行い、保有状況の見直しが図られる体制となっております。

営業債務のリスクについては、買掛金については商品代金および部品等原材料代金のほとんどが外貨建てで

あるため、為替変動リスクに晒されています。債務の支払期日については、支払手形は3ヶ月であり、買掛金に

ついては仕入決済のほとんどが輸入時の即時決済であるため、いずれも1年以内の短期の債務となっておりま

す。
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デリバティブ取引についての基本方針は、取締役会で決定され、社内管理規程に従って取引の実行及び管理

を行っております。また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するため、信用度の高い金融

機関と取引を行っています。

 

２.金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。（重要度の乏しいものは省略してお

ります。）

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含まれておりません（(注)

2.参照）。

前事業年度（平成25年1月20日）

 
 

貸借対照表計上額
(千円)

時価(千円) 差額(千円)

 
(1)現金及び預金 1,443,376 1,443,376 ―

 
(2)受取手形 26,175 26,175 ―

 
(3)売掛金 338,265 338,265 ―

 
(4)関係会社株式 19,375 19,375 ―

 
資産計 1,827,192 1,827,192 ―

 
(1)支払手形 132,460 132,460 ―

 
(2)買掛金 84,234 84,234 ―

 
負債計 216,694 216,694 ―

 

当事業年度（平成26年1月20日）

 
 

貸借対照表計上額
(千円)

時価(千円) 差額(千円)

 
(1)現金及び預金 1,341,379 1,341,379 ―

 
(2)受取手形 23,440 23,440 ―

 
(3)売掛金 325,900 325,900 ―

 
(4)関係会社株式 33,649 33,649 ―

 
資産計 1,724,369 1,724,369 ―

 
(1)支払手形 65,788 65,788 ―

 
(2)買掛金 45,546 45,546 ―

 
負債計 111,334 111,334 ―

 
デリバティブ 18,666 18,666 ―

 

(注）1.金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4)関係会社株式

関係会社株式の時価は、取引所の価格によっております。
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負債

(1)支払手形、(2)買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

デリバティブ

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

 
２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

   (単位：千円)

 
区分 平成25年１月20日 平成26年１月20日

 
　非上場株式 28 28

 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表に

含めておりません。

 

３.金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成25年1月20日）

 
 1年以内(千円）

1年超5年以内
(千円）

5年超10年以内
(千円）

10年超
(千円）

 (1)現金及び預金 1,443,376 ― ― ―

 (2)受取手形 26,175 ― ― ―

 (3)売掛金 338,265 ― ― ―

 合計 1,807,816 ― ― ―
 

当事業年度（平成26年1月20日）

 
 1年以内(千円）

1年超5年以内
(千円）

5年超10年以内
(千円）

10年超
(千円）

 (1)現金及び預金 1,341,379 ― ― ―

 (2)受取手形 23,440 ― ― ―

 (3)売掛金 325,900 ― ― ―

 合計 1,690,720 ― ― ―
 

(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

前事業年度(平成25年１月20日)

区分 貸借対照表計上額（千円） 取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が、取得原価を
超えるもの

   

株式 19,375 14,165 5,210

小計 19,375 14,165 5,210

合計 19,375 14,165 5,210
 

当事業年度(平成26年１月20日)

区分 貸借対照表計上額（千円） 取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が、取得原価を
超えるもの

   

株式 33,649 14,165 19,484

小計 33,649 14,165 19,484

合計 33,649 14,165 19,484
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(デリバティブ取引関係)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　該当事項はありません。

 
２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

 
　　　 前事業年度（平成25年1月20日）

　　 該当事項はありません。

 

当事業年度(平成26年1月20日)

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額等
のうち１年超
(千円)

時価
(千円)

繰延ヘッジ
処理

為替予約取引     

 買建     

   米ドル 買掛金 293,560 ― 18,666
 

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 
(退職給付関係)

該当事項はありません。

 
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ピープル株式会社(E02882)

有価証券報告書

42/56



 

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(平成25年１月20日)

当事業年度

(平成26年１月20日)

 (1）流動資産     

   貸倒引当金 27千円 228千円

   商品評価損 4,843千円 11,664千円

   未払事業税 5,188千円 6,746千円

   計 10,058千円 18,637千円

　繰延税金負債（流動）との相殺 －千円 △7,095千円

　繰延税金資産の純額 10,058千円 11,542千円

     

 (2）固定資産     

   未払役員退職慰労金 17,820千円 17,820千円

   投資有価証券 5,319千円 4,161千円

　　減価償却資産 706千円 －千円

   資産除去債務 747千円 792千円

   その他 40千円 58千円

 繰延税金資産小計 24,632千円 22,831千円

 評価性引当額 △23,179千円 △22,020千円

 計 1,453千円 810千円

　繰延税金負債（固定）との相殺 －千円 △810千円

 繰延税金資産の純額 1,453千円 －千円

     

 (3）流動負債     

　繰延ヘッジ損益 －千円 △7,095千円

　繰延税金負債（流動）との相殺 －千円 7,095千円

　繰延税金資産の純額 －千円 －千円

     

 (3）固定負債     

　その他有価証券評価差額金 －千円 △3,929千円

　繰延税金資産（固定）との相殺 －千円 810千円

　繰延税金負債の純額 －千円 △3,118千円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため、注

記を省略しております。

３　決算日後の法人税等の税率の変更

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成27年１月21日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差

異については従来の38.01％から35.64％となります。

　　　この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。 

(資産除去債務関係)

資産除去債務関係については、重要性がないため、記載を省略しています。
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(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、玩具及び自転車等乗り物類の企画・販売を事業とする単一セグメントであるため、セグメント情報の

記載を省略しております。

　
　

【関連情報】

前事業年度(自　平成24年１月21日　至　平成25年１月20日)

１  製品及びサービスごとの情報

当社は、玩具及び自転車等乗り物類の企画・販売を事業とする単一セグメントであるため、製品及びサービス

ごとの情報の記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

   (単位：千円)

日本 米国 その他 合計

2,368,464 422,744 60,278 2,851,485
 

(2) 有形固定資産

   (単位：千円)

日本 中国 その他 合計

28,883 22,413 303 51,600
 

 
３  主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本トイザらス㈱ 826,525 ―

㈱ハピネット 778,189 ―

VALTECH　LLC. 422,744 ―
 

（注）当社は、単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。
 

当事業年度(自　平成25年１月21日　至　平成26年１月20日)

１  製品及びサービスごとの情報

当社は、玩具及び自転車等乗り物類の企画・販売を事業とする単一セグメントであるため、製品及びサービス

ごとの情報の記載を省略しております。
　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

   (単位：千円)

日本 米国 その他 合計

2,371,332 813,224 75,717 3,260,272
 

(2) 有形固定資産

   (単位：千円)

日本 中国 その他 合計

23,415 25,999 4,716 54,131
 

　（表示方法の変更）

前事業年度において、独立掲記しておりました「香港」「タイ」は、総資産に対する割合の重要性が減少したた

め、当事業年度において「その他」に含めて表示しております。なお、前事業年度については当該変更後の区分

で表示しております。

３  主要な顧客ごとの情報
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  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

VALTECH　LLC. 812,849 ―

㈱ハピネット 776,709 ―

日本トイザらス㈱ 771,627 ―
 

（注）当社は、単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

該当事項はありません。

 
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自　平成24年１月21日
至　平成25年１月20日)

当事業年度
(自　平成25年１月21日
至　平成26年１月20日)

１株当たり純資産額 415円16銭 427円95銭

１株当たり当期純利益 21円23銭 27円79銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

－円－銭 －円－銭
 

(注）1.　潜在株式調整後の１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

2.　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前事業年度

(自　平成24年１月21日
至　平成25年１月20日)

当事業年度
(自　平成25年１月21日
至　平成26年１月20日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 92,868 121,599

普通株式に係る当期純利益(千円) 92,868 121,599

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,375.3 4,375.2
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物 36,908 - - 36,908 22,664 718 14,244

　車両運搬具 2,272 - - 2,272 2,272 23 0

  工具、器具及び備品 518,434 40,643 29,930 529,147 505,334 41,532 23,813

　土地 6,984 - - 6,984 - - 6,984

　建設仮勘定 4,827 21,076 16,814 9,089 - - 9,089

有形固定資産計 569,426 61,719 46,744 584,401 530,271 42,273 54,131

無形固定資産        

　電話加入権 698 - - 698 - - 698

　 ソフトウェア 5,958 - - 5,958 5,579 677 379

無形固定資産計 6,656 - - 6,656 5,579 677 1,078
 

(注) １　当期の工具、器具及び備品の増加額のうち主なものは、次のとおりです。

金型取得による増加34,776千円です。   
 

２　当期の工具、器具及び備品の減少額のうち主なものは、次のとおりです。

金型除却による減少28,587千円です。   
 

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 692 664 52 640 664
 

(注)　　当期減少額の内「目的使用」の52千円は貸倒に伴う減少、「その他」の640千円は、期末洗替えによる減少で

す。

 

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末におけ

る負債及び純資産の合計額の100分の1以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金・小切手 648

預金  

当座預金 1,064,430

普通預金 3,208

外貨普通預金 269,461

郵便貯金 3,294

別段預金 338

小計 1,340,731

合計 1,341,379
 

 

ロ　受取手形

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

イオンバイク㈱ 15,688

 ㈱サン・エム 5,700

 ㈱ダイエー 2,052

合計 23,440
 

 

期日別内訳

 

期日別 金額(千円)

貸借対照表日から１ヶ月以内 8,622

２ヶ月以内 12,618

３ヶ月以内 2,200

　　　　　　　　　　　　合計 23,440
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ハ　売掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

日本トイザらス㈱ 209,883

VALTECH LLC. 31,570

㈱ハピネット 24,978

石川玩具㈱ 10,445

ピップ㈱ 9,237

その他(注) 39,787

合計 325,900
 

(注)　㈱クマモト　他

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高(千円)
　
(Ａ)

当期発生高(千円)
　
(Ｂ)

当期回収高(千円)
　
(Ｃ)

当期末残高(千円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
　

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

 

338,265 3,320,556 3,332,920 325,900 91.09 36.50
 

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれています。

 

ニ　商品

 

区分 金額(千円)

乳児・知育玩具 148,421

女児玩具 67,588

遊具・乗り物 34,668

新規・その他 38,194

合計 288,871
 

 

ホ　原材料

 

区分 金額(千円)

部材 6,525

合計 6,525
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②　流動負債

イ　支払手形

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

㈱東急エージェンシー 30,902

㈱I&S BBDO 11,269

㈱ウィング 8,636

ビクタークリエイティブメディア㈱ 6,001

㈱ビックウェストフロンティア 4,305

その他（注） 4,674

合計 65,788
 

(注)　㈱リッチェル　他

 

期日別内訳

 

期日別 金額(千円)

貸借対照表日から１ヶ月以内 21,689

２ヶ月以内 22,620

３ヶ月以内 21,479

合計 65,788
 

 

ロ　買掛金

 

相手先 金額(千円)

㈱ビーグル  

LUNG CHEONG CO.,LTD. 24,466

WELL POWER CO.,LTD. 12,389

㈱バンダイロジパル 3,602

大和屋 2,776

その他（注） 2,313

合計 45,546
 

(注)　日本通運㈱他
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ハ　未払法人税等

 

区分 金額(千円)

法人税 57,445

住民税 11,374

事業税 17,747

合計 86,567
 

 

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 668,483 1,377,404 2,254,924 3,260,272

税引前四半期(当期)
純利益金額又は税引
前四半期（当期）純
損失金額（△）

(千円) 17,136 △3,278 59,487 198,061

四半期(当期)純利益
金額又は四半期（当
期 ） 純 損 失 金 額
（△）

(千円) 10,259 △2,657 36,131 121,599

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又
は1株当たり四半期
（当期）純損失金額
（△）

(円) 2.34 △0.61 8.26 27.79

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純
利益金額又は1株当
たり四半期純損失金
額（△）

(円) 2.34 △2.96 8.87 19.54
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 １月21日から１月20日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月20日

剰余金の配当の基準日 １月20日　７月20日

１単元の株式数 500株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　買取手数料
１単元当たりの手数料金額を当社株式取扱規程に基づいて算定し、これを買取った単
元未満株式の数で按分した額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告により行います。やむを得ない事由により、電子公告
によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行います。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。
http://www.people-kk.co.jp/

株主に対する特典 なし
 

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利及び取得請求権付株式の取

 得を請求する権利並びに募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりませ　

     ん。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度　第36期（自　平成24年１月21日　至　平成25年１月20日)平成25年４月17日

関東財務局長に提出。

 

(2)内部統制報告書及びその添付書類

平成25年４月17日関東財務局長に提出。

 

(3)四半期報告書、四半期報告書の確認書

第37期第１四半期(自　平成25年１月21日至　平成25年４月20日)平成25年６月４日

関東財務局長に提出。

第37期第２四半期(自　平成25年４月21日至　平成25年７月20日)平成25年９月３日

関東財務局長に提出。

第37期第３四半期(自　平成25年７月21日至　平成25年10月20日)平成25年12月３日

関東財務局長に提出。

 

(4)臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項９号の２（株主総会における議決権行使の

結果)の規定に基づく臨時報告書

平成25年４月18日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成26年４月15日

ピープル株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　  山　　下　　隆　　　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　植　　草　　寛　　　　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるピープル株式会社の平成25年１月21日から平成26年１月20日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ピープ

ル株式会社の平成26年１月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ピープル株式会社の平成26年

１月20日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、ピープル株式会社が平成26年１月20日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

ピープル株式会社(E02882)

有価証券報告書

56/56


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)所有者別状況
	(7)大株主の状況
	(8)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(9)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの状況
	(2)監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表
	資産除去債務明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

